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論文内容の要旨

有限集合Oの上の置換群G の可移拡大とは nu{ ∞}の可移置換群Tであって T における一点∞の国

定部分群がG となるものを言う。置換群の可移拡大は、もし存在すれば、新しい群の存在につながる

可能性をもっているところから、新しい群、特に新単純群構成の有力な手段として古くから研究され

てきたが、その一般的メカニズムはまだよくは解明されていない。

本論文は単可移置換群の可移拡大に関する研究であり、まずはじめに単可移置換群が可移拡大をも

つための一つの必要条件を与え(定理 1 )、次にその二、三の応用を試みたものである。近年、置換群

をグラフ理論に結びつけて研究する方法が、 D. G. Higman, C. Sims 等によりはじめられ多くの成果

をあげているが本論文の定理 1 はそのようなグラフ的手法を可移拡大の問題に適用することにより得

られたものである。置換群を具体的に与えそれが可移拡大をもつかどうかという問題は多くの人々に

よりとりあつかわれてきたがその方法はどちらかと言えば個々の置換群の特殊性に依存し必ずしも統

一的な方法とは言えなかったのに対し、本論文の定理 1 は単可移置換群の可移拡大の有無を調べる際

のきわめて普遍的な判定基準を与えるもので利用範囲は広いと考えられる。

定理 1 の実際の応用例としては対称群(交代群)及び射影線型群の可移拡大に関し次の結果を得て

いる。

定理 4.3. m 点集合O の上の対称群(或いは交代群)を O の r 点部分集合全体の上の可移置換群と

みた時それが可移拡大をもつのは

(i) r=l の時:であるか、または

( ii ) r = 2 で、 m=4 ， 5 ， 6 の時に限る。

定理 4.4. 奇数個の元よりなる有限体GF('q) 上の d 次元射影幾何PG (d, q) に作用する群で射

影特殊線型群を含むものを PG (d, q) の r 次元部分空間全体の上の可移置換群とみた時、 r 孟 1の場合
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にはそれは可移拡大をもたない。

定理 4.4 で r = 0 の場合については H. Zassenhaus の有名な結果があり定理 4.4 はその一般化と

考えることができる。

論文の審査結果の要旨

置換群の可移拡大の存在、非存在の問題は単純群の構成と関連して古くから興味をもたれている問

題で、存在のための必要条件や特殊な置換群の可移拡大の構成についていくつかの結果が知られてい

るが、その完全な解明はなされていない。一方、置換群とグラフの間の関係が最近新単純群の発見と

も関連して注目され、研究がす温んできているが、本論文において著者はグラフ論的手法を用いるこ

とにより、つぎの主定理にのべるような可移拡大の存在のための判定条件を与えた。

主定理。 G をつぎの条件をみたす O上可移な置換群とする:

(i) OEa に対して、 a の安定部分群Ga の自己相対的な異なる軌道ム(a) 、 I(a) (豆 0- { a}) で、

それぞれ他のどの軌道とも O-{a} で相似でないものが存在する。

(ii) C E 1 (a)ならば|ム(a)"，ム(c) I 宇 O 。このとき、もし G が可移拡大をもてばつぎのいづれかが

おきる。

(A) b E ム(a)ならばム(a)- {b} の Ga ， b- 不変な部分集合Aで A キム(a)"，ム和)、 (Ga, b, A) と (Ga，

b，ム(a)"，ム(b) )は O-{a， b} で相似となるものが存在する。

(B) CεI(a)ならばム(a)の Ga， c- 不変な部分集合Aで A 宇ム(a)"，ム化)、 (Ga， c , A) は (Ga， c，ム(a)

(ム(c) )と 0- {a, c}で相似となるものが存在する。

この定理は 2 重可移でない可移置換群が可移拡大をもっためのかなり一般的な判定条件を\与えるも

ので、その広い応用が期待されるが、本論文では二つの応用例をとりあげている。その一つは n 次の

対称群 Sn を {l ， 2 ,…, n} の r個の元からなる部分集合全体の族O上の置換群とみて、それが可移拡大

をもつのは r = 1 か r = 2 で 0=4 ， 5 ， 6 のいづれかの場合にかぎることを示している。また他の一つ

は PSL(d+l ， q) を含む射影変換群G を d次元射影空間 PG (d, q) の r 次元部分空間全体の上の置換群

とみたとき、 r ミ 1 ならば可移拡大をもたないことを示している。ここで r=o のときは Zassenhaus

による古典的な有名な結果があり、上の結果はその r が一般なときの拡張になっている。

以上のように本論文は置換群論における重要な問題に対して、新らしい観点から興味ある寄与をな

しており、理学博士の学位論文として十分価値あるものと認める。
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